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下⽔道展ʼ15東京 ⽇本下⽔道事業団技術報告会

東⽇本⼤震災の復旧・復興⽀援について

東北総合事務所⻑

⽇⾼ 利美

〜3県の現状と今後に向けて〜
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3.11 東日本大震災
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【災害復旧・復興事業】
○ H27.6月末現在 27団体93施設への支援 ⇒ 11団体26施設を完成
○ 復旧事業から復興事業へシフト

処理場 ポンプ場 管渠等 計 処理場 ポンプ場 管渠等 計

1 宮古市 1 1 2 2 2

2 大船渡市 1 1

3 山田町 1 1 1 1

4 釜石市 1 4 5 1 1 2

5 陸前高田市 1 1 2

6 大槌町 1 3 4 1 1

7 野田村 1 1

8 阿武隈川下流流域 1 1

9 仙台市 1 1

10 山本町 1 1

11 気仙沼市 2 5 7 1 1

12 石巻市 5 5 12 5 17

13 名取市 1 1

14 松島町 2 2 6 6

15 女川町 2 1 3

16 岩沼市 3 3 6

17 多賀城市 2 2 4

18 東松島市 3 3

19 南三陸町 2 2

20 新地町 1 1

21 相馬市 1 1

22 猪苗代町 1 1

23 広野町 1 1

24 楢葉町 2 2

25 富岡町 1 1

26 浪江町 1 2 3

27 阿武隈川上流流域 1 1

計 19 25 3 47 4 30 12 46

災害復旧事業 復興事業
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岩手県下の復旧事業全て完了 ⇒ 復興事業を本格化

－4－

 釜石市：鵜住居浄化センター

・今回の地震津波によって、地区全体が壊滅的な被害を受けた。

・地区全体の盛土造成工事を実施中。

・造成地の一角に処理場用地を求め、H27年度より工事着手。平成29年度末の工事完成を目指す。

釜石市HPより
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岩手県下の復旧事業全て完了 ⇒ 復興事業を本格化
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 山田町：山田浄化センター

・震災前浄化センター工事に着手すべく実施設計業務実施中。

・地震津波により事業を中断するとともに、見直し計画を策定し、事業を再開。

・町復興の不可欠インフラとして、H26年度より浄化センター工事に着手。平成28年春の工事完成(通水）を目指

す。

基礎工（地盤改良）施工 管理本館施工
H27.06.末撮影
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宮城県下事業 ⇒復旧：ラストスパート ⇒復興：本格化
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 H23  5月 沈殿池上の漂着物を撤去し、簡易沈殿池として使用
 仮設、本設脱水機を設置、稼動開始
 H23  9月 復旧方針について検討委員会から市長に提言⇒【現敷地内にて復旧】
 H24  4月 被災した水処理施設の撤去工事に着手
 H24  5月 暫定処理として接触酸化設備（全量30万m3/日）を稼動開始【目標BOD60mg/l以下】
 H24 7月 本復旧工事に着手、平成27年度末完成予定
 H25 5月 躯体築造工事に本格着手（3ヵ年で40万m3/日の処理施設築造）
 H2710月 半径列（ 20万m3/日）分の処理施設を稼動予定。残は翌年3月稼動予定。
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H27.06.末撮影

 H23  3月 発災により津波被害の他地盤沈下による内水排除対策を必要
 H23  9月 岩沼市復興マスタープランに基づき雨水計画を立案
 H24  4月 順次復興交付金申請に着手
 H24  4月 順次調査・設計業務に着手
 H2511月 建設工事に着手、平成28年度末完成予定

雨水幹線：二野倉排水区＝□1600×1400～□3400×3400 L≒2500m
矢野目排水区＝□600×600～□2800×2500 L≒3200m

雨水ポンプ場：二野倉排水ポンプ場（15.6m3/S） 二野倉第二排水ポンプ場（4.3m3/S）

矢野目排水ポンプ場（ 23.1m3/S）
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宮城県下事業 ⇒復旧：ラストスパート ⇒復興：本格化
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福島県下の復旧事業 ⇒放射能関連施設へ
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災害復旧事業・復興事業（国連防災世界会議）
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5）我々は，下水道の被災・復旧・復興に関する経験，教訓を広く世界に発信するとともに，防災・減災に関す
る技術やノウハウに関する国際協力を積極的に進めることにより，世界における安全で快適な社会の実現
に貢献します。

【情報共有・国際協力の重要性に関する宣言】
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災害復旧事業・復興事業（耐震・対津波対策の勧め）
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災害復旧事業・復興事業（最後に！）
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発災、一次調査、二次調査、災害認定、激甚災害、応急仮復旧、応急本復旧

災害報告書、災害査定、検算、朱入れ、国庫負担申請、目論見書

機能判定、防災課協議、野帳、現地起終点表示、被災証明

協議設計、保留解除、部分保留解除、復興申請

4号様式、実単更正、重変協議、0式から一式、誤植、不可視、再調査

整備（部品交換）、一式交換、工事完成、完成検査、成功認定

原形復旧の原則、機能向上、対津波対策、浸水対策

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
（明治45年、昭和26年）

維持管理、データ蓄積、ハード・ソフト、ＢＣＰ、・・・
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ご清聴ありがとうございました。

日本下水道事業団 東北総合事務所
宮城県仙台市青葉区本町１－１１－２
ＳＫ仙台ビル６F
ＴＥＬ ０２２－２２１－１３５０


